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平成 27 年 11 月４日 

各  位 

会  社  名 ク レ ア ホ ー ル デ ィ ン グ ス ㈱ 

代 表 者 名 代表取締役社長 黒 田 高 史 

                           (コード番号 1757 東証第 2部) 

問 合 せ 先 取 締 役   岩 崎  智 彦 

                                    (Tel. 03-5775-2100) 

 

㈱ＪＰマテリアルの株式取得、新たな事業の開始、及び新株予約権行使の経過状況、 

並びに栄光債権回収㈱の株式取得に係る基本合意期間の終了に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成27年５月26日付「有限会社ロンドベルコーポレーション及び栄光債権回収株式会

社の株式取得（子会社化）の基本合意書締結に関するお知らせ（以下、「基本合意に関する開示」

といいます。）」にてお知らせしておりました株式会社ＪＰマテリアル（旧商号：有限会社ロン

ドベルコーポレーション。以下、「ＪＰマテリアル」といいます。）の株式取得に関しまして、

本日開催の取締役会において株式譲渡契約を締結することを決議し、当社グループは新たにオー

トモービル関連事業を開始いたしますのでお知らせいたします。 

 また、平成27年６月29日に発行した当社第23回新株予約権（以下、「本新株予約権」といいま

す。）の行使の経過状況、及び栄光債権回収株式会社（以下、「栄光債権回収」といいます。）

の株式取得に係る基本合意期間の終了につきましても、併せてお知らせいたします。 

 

記 

 
１．本新株予約権の行使状況について 

当社は、平成 27 年６月 29 日に本新株予約権 568,500 個を発行し、本日までの間に本新株予

約権 207,932 個の行使があり、当該行使により総額 852 百万円の払込みが行われております。

今後、市場動向を鑑みながら随時行使が行われる予定です。 
 

  本新株予約権の行使状況（平成 27 年６月 29 日～平成 27 年 11 月４日） 
(1) 行使個数  207,932 個 

(2) 交付株式数 20,793,200 株 

(3) 払込金額 852 百万円 

 
２．ＪＰマテリアルの株式取得について 

①異動する子会社 
(1) 商 号 株式会社ＪＰマテリアル 

※平成27年９月16日付で商号変更 

（旧商号：有限会社ロンドベルコーポレーション） 

(2) 所 在 地 東京都港区赤坂八丁目５番28号 

※平成27年９月16日付で所在地変更 

（旧所在地：愛知県一宮市木曽川町黒田字野畔79番地の１）

(3) 代表者の役職・氏名 代表取締役 茂 貴恒 

(4) 事 業 内 容 オートモービル関連商品の開発・製造・販売 

(5) 資 本 金 300 万円 

(6) 設 立 年 月 日 平成 14 年 10 月 

(7) 大株主および持株比率 茂 貴恒  100.00％ 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

(8) 上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

 取 引 関 係 該当事項はありません。 
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(9) 当該会社の最近３年間の経営成績および財政状態 

決算期 平成24年９月期 平成25年９月期 平成26年９月期 

純 資 産 △24 百万円 △39 百万円 △60百万円

総 資 産 73百万円 73百万円 50百万円

１ 株 当 り 純 資 産 △405,705 円 △648,653 円 △1,007,318円

売 上 高 23 百万円 58 百万円 22百万円

営 業 利 益 1 百万円 △1百万円 △9百万円

経 常 利 益 △12 百万円 △14 百万円 △21百万円

当 期 純 利 益 △12 百万円 △15 百万円 △22百万円

１ 株 当 り 当 期 純 利 益 △194,803 円 △242,948 円 △358,666円

１ 株 当 り 配 当 金 ―円 ―円 ―円

 
②株式取得の相手先 

(1) 氏 名  茂 貴恒 

(2) 住 所 東京都港区 

 
③取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 

(1)異動前の所有株式数 ０株 

（議決権の数：０個） 

（所有割合 ：0.0％） 

(2)取得株式数 60株 

（議決権の数：60個） 

（所有割合 ：100.0％） 

(3)取得価額 株式会社ＪＰマテリアルの普通株式  366百万円※ 
デューデリジェンス費用等（概算額）   5百万円 
合計（概算額）           371百万円 
※取得する株式の譲渡価額につきましては、基本合意の

450百万円より、株式取得後に調達資金より返済する該

社の保有する有利子負債概算額（84百万円）を差し引き

決定しました。 

(4)異動後の所有株式数 60株 

（議決権の数：60個） 

（所有割合 ：100.0％） 

 
④日程 

(1)基本合意書締結日  平成27年５月26日 

(2)株式譲渡契約締結日  平成27年11月４日 

(3)株式譲渡実行日  平成27年11月４日 

 
３．新たな事業の概要 
   当社グループは、基本合意に関する開示にてお知らせしておりますとおり、太陽光発電業

界を取り巻く状況変化を鑑み、外部環境に左右されにくい安定した経営基盤の構築に向けた

事業の多角化を目指し、建設事業（リフォーム・メンテナンス工事、給排水管設備工事、エ

ネルギー関連事業）、不動産事業、投資事業に加えて、ＪＰマテリアルの株式取得を行うこ

とにより新たにオートモービル関連事業を開始いたします。 

当社の子会社となりオートモービル関連事業を行うＪＰマテリアルは、国内販売網を軸に、

韓国、台湾向けにカー用途のエンジンオイルの販売を行っております。本株式取得後は、「東

京オートサロン」等のイベント出展による認知度アップ・販売拡大を図るとともに、海外市

場向けの販売につきましては、既に展開している韓国、台湾に加え、中国への進出に向けて、

当社グループがこれまでの不動産や太陽光事業で培った海外企業とのネットワークや経験を
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活用しつつ進めていきたいと考えております。また、商材につきましては、カー用途のエン

ジンオイルから二輪（バイク）用のエンジンオイルに水平展開していくとともに、カーメン

テナンス用品等の関連商品の展開についても検討してまいります。 

 
（ご参考）当社グループの事業系統図         
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関連事業

　クレアホーム株式会社

　＜注文住宅の受注・監理・施工及びリフォーム工事＞

　クレアスタイル株式会社

　＜住宅のリフォーム・メンテナンス工事、太陽光事業＞

　株式会社サニーダ

　＜給排水管設備の衛生診断、設備工事、更生工事＞

　クレア株式会社

　＜エネルギー関連事業（太陽光事業）＞

　クレアファシリティマネジメント株式会社

　＜投資用不動産の売買、不動産の維持・管理・賃貸借

　　 業務代行、不動産運用の企画・立案＞

　クレア株式会社

　＜不動産の売買・あっ旋・仲介及び管理＞

　MILLENNIUM　INVESTMENT株式会社

　＜投資及びコンサルティング＞

　株式会社ＪＰマテリアル

　＜オートモービル関連商品の開発・製造・販売＞

　クレア株式会社

　＜貸金、投資及びコンサルティング＞

 
※クレアファシリティマネジメント株式会社は、クレア株式会社の 100％子会社です。 

 
４．日本ロジテック協同組合の債権取得について 
   平成 27 年 10 月 13 日付「当社子会社クレア株式会社と日本ロジテック協同組合との業務提

携に関するお知らせ」にてお知らせしておりました日本ロジテック協同組合の有する電力販

売に係る１億円の債権取得につきましては、当該開示日の 10 月 13 日に実行いたしました。 
   なお、本債権取得は、栄光債権回収の子会社化を見据えて行ったものです。現在、栄光債

権回収と継続して交渉を進めるとともに、新たなサービサー（債権回収会社）の取得を視野

に入れており、栄光債権回収を子会社化しない場合には、他のサービサーを子会社化し取り

扱うことを検討しております。 
 
５．サービサーの株式取得について 

調達資金の残額状況 
本新株予約権の発行 41 百万円 

本新株予約権の行使（～平成27年11月４日） 852 百万円 

調達資金合計① 893 百万円 

発行諸費用（平成27年10月度までの費用計上分）② 39 百万円 

ＪＰマテリアルの子会社化に要する株式取得資金、 

デューデリジェンス費用等 
371 百万円 

ＪＰマテリアルの有利子負債返済の概算額 84 百万円 
 

ＪＰマテリアル子会社化後の運転資金 100 百万円 
  調達資金の使途（現時点で充当可能なもの）③ 555 百万円 

残額（①－②－③） 299 百万円 
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前述のとおり、本新株予約権の調達資金の残額が取得価額に達していないため、株式取得

ができておりません。平成 27 年５月 26 日に締結した栄光債権回収との基本合意は、平成 27
年９月末日をもって有効期間が終了しており、平成 27 年 10 月 29 日付でその旨の通知書を

受領しておりますが、栄光債権回収とは基本合意していた取得価額（諸費用を含め、約 605

百万円の予定）を基本として現在も交渉を継続しております。また、新たなサービサーを 605
百万円を上限として取得することを視野に入れ、行使状況を鑑みながらサービサーの子会社

化及び債権回収事業の構築を推進してまいります。 
 
６．今後の見通し 
   ＪＰマテリアルの株式取得により連結業績に与える影響につきましては、現在精査中であ

り、開示すべき事項が生じた場合は速やかに開示いたします。 

 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


